
環　　境　　部

○ＳＤＧｓの17のゴールのうち、13のゴールに関連

・施策の６つの柱ごとに、関連するアイコンを表示

○ＳＤＧｓと関連付けた基本目標を設定

　　「共に育み　未来につなぐ　信州の豊かな自然・確かな暮らし」

 　・共に育み　…　パートナーシップ

 　・未来につなぐ　…　持続可能

 　・信州の豊かな自然　…　本県が誇る自然環境

 　・確かな暮らし　…　経済・社会・環境の統合的向上

○「第四次長野県環境基本計画」における「水環境の保全」に関する部分を

　 「第６次長野県水環境保全総合計画」に位置付け、一体性・整合性を確保

○垂直ゾーニング…本県の特徴である標高差に着目し、施策展開の考え方を記載

○水平ゾーニング…10の広域圏ごとに、地域の特性等を踏まえた取組を記載

○コラムにより先進的な取組事例等を紹介し、わかりやすさ・親しみやすさに配慮

・「下水熱の利用」、「星空を活かした取組」、「残さず食べよう！30・10運動」など11項目

第四次長野県環境基本計画（案）について

○環境保全の取組に加え、経済・社会の課題解決
    を図る取組を記載

・「信州やまほいく」、「環境エネルギー分野の産業化」、
  「フードバンク」など（☆…34項目）

・環境部だけでなく、全庁挙げて部局横断的に取り組む
  計画に

第四次長野県環境基本計画（案）の特色

１ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）による施策の推進

２ 「第６次長野県水環境保全総合計画」と一体的に作成

３ 標高差や地域の特性に着目した取組を記載

４ コラムにより先進的事例等を紹介

平成30年（2018年）３月23日

環境部 環境政策課 企画経理係

（課長） 鈴木 英昭 （担当） 松井 博

電 話 ： 026-235-7169 （直通）

026-232-0111 （代表） 内線 2717

Ｆ Ａ Ｘ ： 026-235-7491

E-mail ： kankyo@pref.nagano.lg.jp
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※共に育み：ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 未来につなぐ：持続可能 信州の豊かな自然：本県が誇る自然環境 確かな暮らし：経済・社会・環境の統合的向上

■ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）による施策の推進
SDGsは、一つの行動によって複数の課題を統合的に解決する「ﾏﾙﾁﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ」を目指しています。
施策の推進に当たっては、あらゆる主体のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟにより、本県の美しく豊かな自然環境を次世代に
引き継いでいくとともに、経済・社会・環境の統合的向上を図り、持続可能な社会の実現を目指します。

■計画期間
2018年度（平成30年度）から2022年度までの５年間

【達成目標】

【達成目標】

【達成目標】

【達成目標】

第四次長野県環境基本計画（案）の概要

【主な施策】
⃝ 既存住宅の省ｴﾈ性能向上に向けた改修ﾓﾃﾞﾙの創出と改修支援
⃝ 照明のLED化やESCOの活用など県有施設の省ｴﾈﾙｷﾞｰ化の推進
⃝ 自家用車に過度に依存しないまちづくりのﾓﾃﾞﾙ地域の創出支援
⃝ 環境負荷の少ない屋根を活用した太陽光の発電・熱事業の普及促進
⃝ 下水熱の回収による熱ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利用
☆ 断熱部材や発電ｼｽﾃﾑなど環境ｴﾈﾙｷﾞｰ分野での産業化の促進
☆ 産学官連携による気候変動に適応する製品・技術・ｻｰﾋﾞｽの創出

【現状と課題】
⃝ 地球規模での気候変動の進展と、ﾊﾟﾘ協定など

「脱炭素社会」に向けた動きの加速
⃝ 県内の家庭、業務部門における温室効果ｶﾞｽ総

排出量の増加
⃝ 太陽光発電の導入が増加する一方、自然環境

や景観等への影響が懸念

２ 脱炭素社会の構築

【主な施策】
⃝ 多様な主体との協働による希少種保護や外来種対策等の推進
⃝ 自然保護ｾﾝﾀｰの「ﾈｲﾁｬｰｾﾝﾀｰ」化によるｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ等の普及拡大
⃝ 山域ごとの行政・山小屋関係者等の協働による登山道等の整備
⃝ 地域住民が主体的に参画する里山整備など多様な地域活動の支援
☆ 森林ｾﾗﾋﾟｰ®・ﾍﾙｽﾂｰﾘｽﾞﾑなど健康・観光での利用拡大
☆ 森林整備や山村と都市との交流促進による地域活性化

【現状と課題】
⃝ 開発、里山の利用衰退、地球温暖化などにより

野生動植物の生息環境が悪化
⃝ 県内の自然公園利用者数が増加する一方、植

生破壊やし尿処理などの課題が発生
⃝ 過疎化・高齢化などにより里地里山における活

動が縮小し、県土の保全機能の低下や里山景
観の悪化が危惧

３ 生物多様性・自然環境の保全と利用

【主な施策】
⃝ 森林や農地等の整備による地下水の涵養機能の保全
⃝ 水質監視と発生源対策による水質浄化の推進
⃝ 「諏訪湖環境研究ｾﾝﾀｰ（仮称）」の設置による調査・研究体制の強化
☆ 「諏訪湖創生ﾋﾞｼﾞｮﾝ」に基づく水質・生態系の保全と観光振興
☆ 地下水量の情報提供などによる企業立地の促進

【現状と課題】
⃝ 河川・湖沼などの水質は長期的には改善してい

るが、湖沼の環境基準達成率は依然として低位
⃝ 諏訪湖ではﾋｼの大量繁茂や湖底の貧酸素拡大

など新たな課題が発生
⃝ 水田面積の減少や市街化の進展により地下水

の浸透量が減少
⃝ 人口減少、過疎化・高齢化に伴う森林・農地の

荒廃により地下水の涵養機能の低下が危惧

４ 水環境の保全

【主な施策】
⃝ 常時監視や発生源対策による大気環境の保全
⃝ 広域連携による微小粒子状物質（PM2.5）発生源寄与の解明
☆ 星空観察など美しい星空を活かした地域の取組支援、県内各地の星空

観光の魅力発信

【現状と課題】
⃝ 微小粒子状物質（PM2.5）の国内外からの移流

による広域的な大気汚染が懸念
⃝ ｱｽﾍﾞｽﾄを使用した建築物の老朽化に伴う解体

作業の増加により周辺環境への飛散が懸念
⃝ 新幹線による騒音が一部で環境基準を超過

５ 大気環境等の保全

【主な施策】
⃝ 「残さず食べよう！３０・１０運動」など食品ﾛｽの削減による「ごみ減量日

本一」の継続
⃝ 地域内で資源の利活用を進める「地域循環圏」の構築
⃝ 廃棄物の不適正処理に対する重点的な監視指導の実施
☆ ﾌｰﾄﾞﾊﾞﾝｸ等を通じた生活困窮者等への支援
☆ 「きれいな信州環境美化活動」の推進による観光地のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ

【現状と課題】
⃝ 一般廃棄物総排出量は減少傾向にあり、２

年連続で１人１日当たりのごみ排出量が日
本一少ない県を達成

⃝ 産業廃棄物総排出量は汚泥の増加により増
加傾向

⃝ 廃棄物の保管基準違反など、不適正処理が
跡を絶たない状況

６ 循環型社会の形成

指 標 名 現状 目標 備考

県内の温室効果ｶﾞｽ総排出量 15,930千ﾄﾝｰCO2
（2014年度）

13,738千ﾄﾝｰCO2
（2019年度）

国の中央環境審議会の報
告を参考に設定

県内の最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量 18.2万TJ
（2015年度）

17.0万TJ
（2020年度）

国の中央環境審議会の報
告を参考に設定

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量でみるｴﾈﾙｷﾞｰ
自給率

8.0％
（2015年度）

12.9％
（2020年度）

これまでの再エネ導入量、
増加率等を踏まえて設定

指 標 名 現状 目標 備考

保護回復事業計画の策定及び
評価検証数

18種
（2016年度）

29種
（2022年度）

策定済みの計画に対する評価
検証数を勘案して設定

自然公園利用者数 3,607万人
（2016年）

3,743万人
（2021年）

過去の年間増加利用者数を基
に設定

地域ぐるみで取り組む多面的機能を
維持・発揮するための活動面積

40,827ha
（2016年度）

49,800ha
（2022年度）

整備済みの農用地面積の概ね
８割での取組を目標に設定

民有林の間伐面積 13,634ha
（2016年度）

60,800ha
（2022年度）

間伐必要面積と過去の整備動
向から設定

指 標 名 現状 目標 備考

河川環境基準達成率 98.6％
（2016年度）

98.6％
（2022年度）

過去の達成率を基に設定

湖沼環境基準達成率 38.5％
（2016年度）

53.3％
（2022年度）

過去の達成率を基に設定

汚水処理人口普及率 97.6％
（2016年度）

99.0％
（2022年度）

各市町村の整備目標を基に設定

民有林の間伐面積 13,634ha
（2016年度）

60,800ha
（2022年度）

間伐必要面積と過去の整備動向から
設定

指 標 名 現状 目標 備考

大気環境基準達成率
（光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄを除く）

100％
（2016年度）

100％
（2022年度）

過去の達成率を基に設定

昼間の光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ
環境基準値達成率（時間）

94.2％
（2016年度）

94.5％
（2022年度）

過去の達成率を基に設定

有害大気汚染物質・ﾀﾞｲｵｷｼﾝ
類環境基準値等達成率

100％
（2016年度）

100％
（2022年度）

過去の達成率を基に設定

【達成目標】

【現状と課題】
⃝ 人口減少による経済・社会・環境の担い手の減

少、地域活力の低下
⃝ 「環境のためになること（環境に配慮した暮ら

し）」を実行している人の割合が低下

１ 持続可能な社会の構築

【将来像】
⃝ 県民一人ひとりが環境に配慮した行動を実践
⃝ 県民、事業者などあらゆる主体のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ

により環境保全活動が活発化
⃝ 本県の豊かな自然や、自然を活かしたﾗｲﾌｽﾀｲ

ﾙ、「地消地産」など持続可能な経済・社会ｼｽﾃ
ﾑが魅力となり、移住者や交流人口が増加

【主な施策】
⃝ 環境教育に関する情報の一元化・発信等による学校・地域における環

境教育の促進
⃝ 「信州豊かな環境づくり県民会議」など多様な主体との連携強化
☆ 「信州やまほいく」による幼児期の子どもの豊かな育ちの推進
☆ 学校林の整備など自然教育や、登山・ｷｬﾝﾌﾟなど体験学習の推進
☆ 豊かな自然･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙなど信州の魅力発信による移住・交流の促進

【将来像】
⃝ 多種多様な動植物が生息・生育し、希少野生

動植物を含む生物多様性が確保
⃝ 本県の山岳・高原に多くの人が訪れるとともに、

自然環境の保全と持続的な利用が推進
⃝ 農地・森林の適切な管理等により農林業が持

続的に営まれ、豊かな生態系や美しい景観が
保全

【将来像】
⃝ 良好な大気環境が保全されるとともに、生活

を脅かす有害化学物質などのﾘｽｸが削減され、
安心安全な生活環境が維持

【将来像】
⃝ ３R（ﾘﾃﾞｭｰｽ・ﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ）の意識が浸透し、

すべての廃棄物が資源として循環する社会
が実現

⃝ 地域で発生する廃棄物を資源化し、地域内
で利活用する「地域循環圏」が確立

⃝ 廃棄物の適正処理が推進され、安心安全な
生活環境が確保

【将来像】
⃝ 水源の涵養により健全な水循環が維持されると

ともに、水資源の適正な利活用が推進
⃝ 河川・湖沼等の水環境が良好に保たれ、安心

安全な水が確保
⃝ 清らかで美しい水辺環境が保たれ、人々が水

に親しむとともに豊かな生態系が保全

【将来像】
⃝ 家庭・事業所の省ｴﾈﾙｷﾞｰが進展。自家用車に

過度に依存しない脱炭素型のまちづくりが実践
⃝ 「再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ100％地域」に向けた取組

が進展
⃝ 気候変動に対する緩和策・適応策が進み、県

民生活・自然環境等への被害が最小化・回避

指 標 名 現状 目標 備考

環境のためになること（環境に配慮
した暮らし）を実行している人の割合

65.5％
（2017年度）

75.0％
（2022年度）

現状の数値から年２％程度
の増加を目標に設定

都市農村交流人口 624,909人
（2016年度）

690,000人
（2022年度）

過去の実績値を基に設定

【達成目標】
指 標 名 現状 目標 備考

一般廃棄物総排出量 654千ﾄﾝ（836g）
（2015年度）

588千ﾄﾝ（795g）
（2020年度）

過去の変化率と削減幅、施策
効果を勘案して設定

産業廃棄物総排出量 4,341千ﾄﾝ
（2013年度）

4,358千ﾄﾝ
（2020年度）

過去の実績、経済指標による
推計、施策効果を勘案して設定

一般廃棄物リサイクル率 23.0％
（2015年度）

24.3％
（2020年度）

過去の変化率と推計比率、施
策効果を勘案して設定

共に育み 未来につなぐ 信州の豊かな自然・確かな暮らし

基本目標基本的考え方 「ﾏﾙﾁﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ」のｲﾒｰｼﾞ

※「主な施策」中の☆印は「ﾏﾙﾁﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ」を目指す施策を示す。

実施施策

環境

経済 社会

かん

かん

かん


